
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鶴留社会保険労務士事務所 

社会保険労務士 鶴留 舞 

〒820-0067 飯塚川津 693-47-1F 

TEL：０９４８－２８－２４４４ 

FAX：０９４８－２８－２４４８ 

2017年 4月号 

◆最大 50万円支給 
2月 15日より、中小企業事業主を対象とした「職場意識改善助成金（勤務間インターバル導入コース）」の

申請受付がスタートしました。 

本助成金は、過重労働の防止および長時間労働の抑制に向け、勤務間インターバル（休息時間数を問わず就

業規則等において終業から次の始業までの休息時間を確保することを定めているもの）の導入に取り組んだ際

に、その実施に要した費用の一部（最大で 50万円）を助成するものです。 

◆支給対象事業主は？ 
支給対象事業主は次の通りです（その他、資本・出資額や労働者数に関する要件があります）。 

（１）次のアからウのいずれかに該当する事業場を有する事業主であること 

ア 勤務間インターバルを導入していない事業場 

イ すでに休息時間数が９時間以上の勤務間インターバルを導入している事業場であって、対象となる

労働者が当該事業場に所属する労働者の半数以下である事業場  

ウ すでに休息時間数が９時間未満の勤務間インターバルを導入している事業場  

（２）労働時間等の設定の改善を目的とした労働時間の上限設定に積極的に取り組む意欲があり、かつ成果が

期待できる事業主であること 

◆支給対象となる取組み 
以下の取組みのうち、いずれか１つ以上を実施する必要があります（原則としてパソコン、タブレット、ス

マートフォンは対象となりません）。 

（１）労務管理担当者に対する研修  

（２）労働者に対する研修、周知・啓発  

（３）外部専門家（社会保険労務士、中小企業診断士など）によるコンサルティング  

（４）就業規則・労使協定等の作成・変更（時間外・休日労働に関する規定の整備など）  

（５）労務管理用ソフトウェアの導入・更新  

（６）労務管理用機器の導入・更新  

（７）その他の勤務間インターバル導入のための機器等の導入・更新 

なお、支給対象となる取組みは、「成果目標」として、事業実施計画において指定したすべての事業場におい

て、休息時間数が「9時間以上 11時間未満」または「11時間以上」の勤務間インターバルを導入することを

目指して実施することが求められています。 

◆申請受付期限は？ 
都道府県労働局への申請受付は 12月 15日が締切日となっていますが、支給対象事業主数は国の予算額に

制約されるため、それ以前に受付が締め切られる場合があります。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆5年間の経過措置 

また、今回の規制強化案では、既存の喫煙室については施行後 5年間、排気装置などで一定の基準を満たせばそ

のまま使用を認める規定を盛り込みました。 

飲食店など喫煙室の設置が認められている施設だけでなく、医療機関や官公庁なども対象にしています。 

ただし、禁煙ではなく分煙を推進すべきだとの意見は根強く、調整は難航する可能性があります。 

◆違反した喫煙者・事業者に過料 

厚生労働省が 3月 1日、東京五輪・パラリンピックに向けて、受動喫煙対策の新たな規制強化案を公表しました。 

飲食店は原則禁煙とし、例外として喫煙できるのは小規模なスナックやバーなどに限定するなどが骨子で、違反し

た喫煙者が行政指導に従わない場合には 30万円以下、事業者が従わなかった場合には 50万円以下の過料を科すと

しています。 

同省は強化案を踏まえた健康増進法の改正案を今国会に提出する予定で、2019年秋に日本で開催されるラグビ

ーワールドカップまでの施行を目指します。 

◆小規模なバーなどは一定の条件下で例外に 

飲食店は屋外のテラス席も含め禁煙としますが、喫煙室

の設置は認めます。居酒屋や焼鳥屋などについても、家

族連れや外国人観光客の利用を想定し、対策を徹底する

こととしました。 

一方、例外として小規模なバーやスナックなどでは、「受

動喫煙が生じうる」との掲示や換気を条件に喫煙を認め

ます。面積が約 30平方メートル以下の店が候補で、法

案成立後に政令で定める予定です。 

なお、ホテルの客室や老人福祉施設の個室なども喫煙は

可能です。 

◆「努力義務」から「義務化」へ 

日本の受動喫煙対策はこれまで努力義務にとどま

り、世界保健機関（WHO）からは「世界でも最低レベ

ル」と厳しく批判されてきました。 

このため、新たな規制強化案では受動喫煙対策を義

務化します。 

禁煙の範囲は、小中高校や医療機関は最も厳しい敷

地内禁煙とし、官公庁や福祉施設などは建物内禁煙と

します。運動施設も建物内禁煙としますが、コンサー

トが行われるなど興行目的でも利用される場合は喫煙

室の設置を認めます。 

「年次有給休暇」の取得状況は？ 

◆2月末に結果公表 

厚生労働省では、年に一度、主要産業における企業の

労働時間制度、定年制、賃金制度等について総合的に調

査し、民間企業における就労条件の現状を公表していま

す。 

今回は、2月末に発表された「平成 28年度 就労条件

総合調査の概況」から、年次有給休暇についての実態を

見てみましょう。 

なお、この調査は平成 28 年 1 月 1日現在の状況に

ついて行われていますが、年間については、平成 2７年

（または平成 26 会計年度）1 年間の状況についての調

査です。 

◆年次有給休暇の取得状況 

平成 27 年（または平成 26 会計年度）の 1年間に

企業が付不した年次有給休暇日数（繰越日数を除く）は、

労働者 1人平均 18.1 日（前年 18.4 日）、そのうち労

働者が取得した日数は 8.8 日（同 8.8 日）で、取得率

は 48.7％（同 47.6％）となっています。 

取得率を企業規模別にみると、1,000 人以上が

54.7％（同 52.2％）、300～999 人が 47.1％（同

47.1％）、100～299 人が 44.8％（同 44.9％）、30

～99 人が 43.7％（同 43.2％）という結果が出ていま

す。 

◆年次有給休暇の時間単位取得制度 

過半数組合、それがない場合は過半数代表者との間で

会社が労使協定を締結すれば、年に 5日を限度として時

間単位で年次有給休暇を不えることがでる制度（時間単

位年休）が 7年前から施行されています。 

この制度がある企業割合は 16.8％（前年 16.2％）と

なっています。 

 

◆取得日数が尐ないと… 

年次有給休暇は、労働基準法で定められた当然の権利

ではありますが、「あまり取ってほしくない」というのが

本音だという企業もあるでしょう。 

しかし、このご時世、有休が取得できないとなると「ブ

ラック企業」と言われかねず、企業としては悩ましいと

ころです。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆今年も転職シーズンが到来 
例年 3～4月は、年間で最も中途採用が多い時期です。その理由は単純で、事業年度が変わることで、多くの企業で新事

業の開始や組織の再編が行われ、異動者や退職者が増えるため、それに伴う人材募集も多くなるからです。 

また、この時期の中途採用には「研修を新入社員と同時に済ますことができる」というメリットもあります。 

 

◆転職市場も「売り手市場」 

転職市場は年々広がり続けていま

す。日本経済新聞（2月 18日付電子

版）によれば、リーマンショック後に

大きく落ち込んだ転職者数は、その後

順調に回復し、昨年 7年ぶりに 300

万人の大台を回復したとのことです。 

株式会社インテリジェンスの

「DODA転職市場予測」によれば、

今年上半期の求人数の増減見込みは、

11業種のうち「増加」が 3業種、「緩

やかに増加」が 5業種、「横ばい」が

3業種とのことです。 

今は全体的に人手丌足の時代です

が、転職市場においても「売り手市場」

がまだまだ続きそうです。 

 

◆今どきの転職の特徴 

近年の転職の特徴の１つが「転職後

の給不の方が転職前より上がる傾向」

にあることです。 

厚生労働省の「転職入職者の賃金動

向」および「雇用動向調査結果の概況」

によれば、平成 27年を境として、「転

職で給料増」が「転職で給料減」の数

を上回り続けています。 

また、もう１つの特徴が、中年層以

上の転職者が増加していることです。 

総務省「労働力調査（詳細集計）」

によれば、昨年の 45～54歳の転職

者は 50万人でしたが、これは平成

14 年以降で最多の人数です。 

◆転職活発化の影響 
このような転職市場の活性化は、企

業に尐なからぬ影響をもたらします。 

積極的に中途採用をしたい企業に

とっては、他社に先駆けて人材を確保

するため、人件費をはじめコスト増が

避けられません。 

また、現時点で中途採用の予定がな

い企業にとっても、自社の従業員がよ

り良い待遇を求めて他社に流出しや

すい時代だと言えます。 

従業員が自社への丌満を必要以上

にため過ぎることのないよう、待遇に

は細心の注意が必要だと言えます。

 

 

改正道路交通法が施行！ 再確認しておきたいポイント 

◆「準中型免許」とは？ 

準中型免許は、満 18歳以上から取得できる免許で

す。普通免許と中型免許の間に新設され、車両総重

量 7.5トン未満、最大積載量 4.5トン未満までの自

動車（いわゆる「2トントラック」まで）を運転す

ることができます。 

準中型免許で運転できるトラックは、例えば宅配便

やコンビニの配送、建設や土木などの資材運送など、

利用の範囲が幅広いのが特徴です。 

特に運送業界は人手丌足が深刻な状況ですが、準中

型免許は 18歳以上であればそれ以前の運転経験を

問わずに取得することができますので、高校を卒業

してすぐに就職しようとする人や、大学生・専門学

校生のアルバイト等、準中型免許の取得により人材

の活用の幅が広がることが期待できます。 

 

◆事業場の留意点 

一方で、普通免許で運転できる車両の範囲が狭くなる（車

両総重量 5トン未満だったものが、改正後は同 3.5トン未

満となる）ことに注意が必要です。 

平成 19年に「中型免許」の導入により運転免許の区分が

変更された際には、運転免許証とトラックの自動車検査証の

照合を怠った結果、普通免許では運転できないトラックを運

転して無資格・無免許運転で検挙され、行政処分を受けるケ

ースが多発しました。 

違反自体は単なる「ミス」「勘違い」が原因であったとし

ても、そこから事故や違反項目が芋づる式に出てくること

で、処分が予想以上に厳しくなるケースも決して尐なくあり

ません。 

トラックを運転させる事業場では、各人が運転することが

できる車両の範囲について、しっかり確認することが求めら

れます。 

◆改正道路交通法の改正点 

3月 12日、改正道路交通法が施行されました。 

主な改正点は、（１）準中型運転免許の新設、（２）75歳以上の高齢運転対策推進（臨時適正検査制度の見直しと、

臨時認知機能検査・臨時高齢者講習制度の新設）の 2点です。 

今回は、多くの企業で注意が求められることになる、「準中型運転免許の新設」について、改めてチェックしておき

たい点をご案内します。 



 

◆外国人雇用が増加している 

「インバウンド」という言葉も頻繁に使われるようになり、訪日外国人の増加が取り沙汰されているところですが、

雇用の面でも外国人労働者の存在は無視できないものとなってきているようです。 

厚生労働省が公表した平成 28 年 10月末現在の外国人雇用についての届出状況によると、外国人労働者数は 108

万人を超え、前年同期比 19.4％の増加となり、平成 19年に届出が義務化されて以来、過去最高を更新したそうです。 

また、外国人労働者を雇用する事業所は 17万 2,798 カ所で、前年同期比 13.5％の増加と、同じく過去最高を更新

しています。 

◆国籍別では中国が最多、ベトナムも急増 

「国籍別の状況を見ると、中国が 34万 4,658 人と全体の 3割を占め、最多となっています。 

次いでベトナム（17万 2,018 人）、フィリピン（12万 7,518 人）、ブラジル（10 万 6,597 人）と続いています

が、特にベトナムは前年同期比 56.4％の増加となっており、他と比べても対前年の伸び率が高くなっています。 

◆産業別では製造業、事業所規模別では 30人未満が最多 

産業別にみると、「製造業」が 23.5％を占め、次いで「卸売業、小売業」（16.9％）、「宿泊業、飲食サービス業」（14.3％）、

「サービス業（他に分類されないもの）」（労働者派遣業、ビルメンテナンス業等が含まれる）（7.9％）となっています。 

また、事業所規模別にみると、「30 人未満」規模の事業所が最も多く、事業所全体の 56.7％を占めています。 

◆今後も増加が予想される外国人労働者 

グローバル化の流れから、就労目的の外国人の流入は今後ますます増えることが予想されます。 

また、政府も高度外国人材のさらなる就業促進に向けての取組みや外国人労働者の受入れ拡大を進めており、国内の

労働者数の減尐も相まって、外国人雇用が加速度的に進んでくることも予想されます。 

これまであまり関係がないと思われていた企業にとっても、「外国人の雇用」が身近な問題になることも、そう先のこ

とではないかもしれません。 

増加する外国人雇用 ～「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」より 

４月の税務と労務の手続［提出先・納付先］ 
 

10日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞ 

［労働基準監督署］ 

 

17日 

○ 給不支払報告に係る給不所得者異動届出書の提出［市区町村］ 

 

5月 1日 

○ 預金管理状況報告の提出［労働基準監督署］ 

○ 労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、１月～３月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 公益法人等の法人住民税均等割の申告納付［都道府県・市町村］ 

 


